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１．はじめに 

 我が国経済は、平成14年２月以降、緩やかながらも息の長い景気回復が続いている。し

かし、原油等原材料価格の高騰や米国のサブプライム問題の影響に加え、株安、円高の進

行などから、19年秋以降、景気の先行き不透明感が強まっている。 

一方、財政に目を転ずれば、平成 20 年度予算では、税収が伸び悩む中での国債発行額

の減額のほか、社会保障関係費2,200億円の抑制や公共事業関係費７年連続３％以上の減

額など、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006（以下「基本方針2006」という。）」

で示された歳出改革の方針に沿った財政健全化路線が概ね維持された。しかし、急速な高

齢化の進行により社会保障関係費の増加が不可避となる中、国・地方の長期債務残高は平

成20年度末に対ＧＤＰ比で147.2％程度に達する見込みであり、財政健全化への課題は山

積している。 

こうした情勢を踏まえ、本稿では予算審議のうち、経済・財政をめぐる主要な議論を紹

介する。 

 

２．先行き不透明感増す景気回復 

（１）３度目の踊り場を迎えた日本経済 

 今回の景気回復は、外需とそれに支えられた好調な企業部門がけん引してきたが、戦後

最長のいざなぎ景気（57 

か月）を超えた現在でも、     図表１ 低下傾向が顕著な労働分配率 

景気回復の実感に乏しい

との声は多い。また、第

169回国会冒頭の経済演

説では、大田経済財政政

策担当大臣から「もはや

日本経済は一流と呼ばれ

るような状況ではなくな

った」1旨の発言があるな

ど、日本経済の先行きに

対する漠然とした不安感

が広がる中、今回の景気

回復とかつてのいざなぎ
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景気では内外環境などがどう異なるのか、政府の認識が問われた。これに対し、大田経済

財政政策担当大臣から、「今回の景気がいざなぎ景気と比べ、回復の実感に乏しい背景には、

高度成長期だったいざなぎ景気に比べ成長率が低く、また、バブル崩壊後、企業が厳しい

リストラをしながらの回復であり、企業から家計への波及が遅れているほか、急速なグロ

ーバル化に対応できない国内の非製造業、中小企業が景気回復の恩恵を受けにくいことな

どがある。これからは、国内総生産の規模だけでなく、成長の中身が大切であり、国内の

人材、技術力を生かしていく努力が重要と考えている」2旨の答弁があった。実際、労働分

配率は低下傾向にあり、平成19年度に入って企業収益の悪化に伴うわずかな上昇は見られ

るものの、依然として人件費の増加は限定的であり、家計の所得環境に明確な改善は見ら

れず、今回の景気回復局面においては、企業から家計への波及が十分とは言い難い状況が

続いていると言えよう（図表１）。 

 こうした状況下で政府の景気に対する現状認識が問われたところ、大田経済財政政策担

当大臣から「賃金が上がらない中、生活必需品の値上がりで消費マインドが落ち、消費が

横ばいとなるほか、原材料価格の上昇、ＩＴ関連の輸出の落ち込みから、設備投資、生産

も横ばいの状況となり、景気は３度目の踊り場の局面を迎えている。先行きについては、

アメリカ経済の減速感が強まり、株式・為替市場の変動が続くなど先行き下振れリスクが

高まっていることから、慎重に見ていく必要がある」3との認識が示された。 

なお、建築確認・検査の厳格化などを定めた改正建築基準法の施行による住宅着工の落

ち込みが景気へ与える影響について、大田経済財政政策担当大臣は、「平成19年度のＧＤ

Ｐ成長率に対し、住宅分0.4ポイント、工場やオフィスビルなどの設備投資分0.2ポイン

トで、合計0.6ポイントの押し下げ要因となった。また、建築資材の生産や出荷が減少し

ているほか、倒産した企業もあると聞いており、さらに、企業収益、耐久消費財への波及

の可能性も考えられる」4との認識を示し、今後の見通しについては、「住宅需要が減った

のではなく制度的な問題であり、完全に復活するとは見ていないが、先送りされた分、平

成 20 年度のＧＤＰに対して 0.4％の上押し要因となると見ている」5との見解を示した。

しかし、賃金が伸び悩む中での大都市圏での物件価格上昇による需要の減退などから、回

復は限定的になるとの指摘もあり、先行きは楽観視できない状況にある。 

法人企業統計によると、平成19年７-９月期に経常利益（全産業）が５年ぶりに前年比

でマイナスとなって以降、３四半期連続して減益が続くなど、個人消費が冷え込む中で、

原材料価格の高騰によるコスト増が加わり、企業収益への圧迫が強まってきている。さら

に、アメリカ経済の減速と円高は、外需頼みの我が国経済にとって大きな減速リスクであ

ることから、今後、企業部門の停滞は避けられないとの見方が広がってきている。 

アメリカ経済が減速する中、外需頼みの景気回復では今後の下振れは避けられず、内需

の底上げのためには個人消費の活性化が必要であり、それには賃上げが重要な要素となろ

う。本年３月６日には福田総理大臣が直接、経団連に対して賃上げの協力を要請しており、

政府としても、賃金の伸び悩みは、我が国経済の重要課題と位置付けている。政府は、賃

金は労使交渉が基本であり、政府に出来ることは限られているとしながらも、企業から家

計への配分を高める取組として、「最低賃金の引上げ等を議論する政労使の円卓会議や非正
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規労働者の常用雇用化の推進、サービス産業の生産性向上などの対策を行う」6こととして

おり、今後、こうした政策の実効性が注目される。  

 

（２）懸念されるサブプライムローン問題の影響 

2007年（平成19年）７月から８月にかけて顕在化した、アメリカにおける信用力の低い

個人向け住宅貸付の焦げ付き問題（サブプライム問題）は、世界同時株安や過度のドル安

など世界経済に深刻な影響をもたらした。この対策として、各国の中央銀行による巨額の

資金供給などが行われ、市場は落ち着きを取り戻してきている。しかし、サブプライムロ

ーンを組み込んだ金融商品による損失は、2007年７月にＦＲＢのバーナンキ議長が議会証

言で、最大1,000億ドルを上回ると言及したものの、2008年３月のアメリカ財務省の発表で

は、世界の金融機関が公表した損失額が2,000億ドルを超すとの集計が明らかにされるなど、

依然、収束には至らず、その影響の拡大が懸念されている。 

こうした中、サブプライム問題を含む国際的な金融・経済情勢について政府の認識が質

された。これに対し、額賀財務大臣から、「サブプライム問題に端を発した証券化商品の問

題、株式等の金融市場の不安、原油価格の高騰など、世界経済は確かに下振れリスクがあ

る。しかし、本年２月９日に開催されたＧ７財務相・中央銀行総裁会議においては、世界

経済のファンダメンタルズには依然強い基調があると確認しており、各国が的確な対応策

を取ることで安定した回復基調を保っていくことができるのではないか」7との見解が示さ

れた。 

なお、サブプライム問題の我が国金融機関への影響については、渡辺金融担当大臣から

「サブプライム問題については、その他の金融商品も含めて損失が拡大しているのは事実

であり、警戒を強めているが、現状では金融機関の利益・資本の状況からみて十分対応可

能である」8旨の答弁があり、また、大田経済財政政策担当大臣から、「国内金融機関にお

ける直接的な損失は限定的と見ているが、今後のアメリカ経済の動向や日本への波及につ

いて十分に警戒が必要だと考えている」9との認識が示された。 

サブプライム問題の我が国金融機関への影響については、その後、金融庁から、サブプ

ライムローン関連商品による国内の預金取扱金融機関の損失額が 2008 年３月末時点で

8,500 億円との調査結果が発表され、また、同年３月期決算でのサブプライムローン関連

の損失計上額が国内金融機関の総額で１兆 9,000 億円超に達したと報じられるなど10、景

気の先行きが懸念される中、こうした金融機関の資産悪化が経済に及ぼす影響が注視され

ている（図表２）。 

 

図表２ 我が国預金取扱金融機関のサブプライムローン関連商品による損失額 

 

（注）平成20年３月末時点の計数。10億円単位で四捨五入しているため合計が一致しない。 

（出所）金融庁資料より作成 

大手行等 地域銀行 共同組織金融機関 合計

サブプライムローン関連
商品による損失額

7,750億円 470億円 290億円 8,500億円
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（３）深刻さを増す非正規雇用等の問題 

現在、我が国は急速な 

少子高齢化と人口減少に       図表３ 増加する非正規雇用の割合 

伴う労働力人口の減少に

加え、クローバル化に伴

う企業間競争の激化など

により、雇用労働政策面

における様々な課題に直

面している。特に、派遣

労働やパート・アルバイ

トなどの非正規雇用者に

関しては、数の増加に伴

って、多くの問題点が浮

き彫りとなった（図表３）。 

非正規雇用の増加の背

景には、バブル崩壊後、経済が長期停滞に陥ったために、企業がコスト削減策の一つとし

て、正規雇用から非正規雇用に置き換えて人件費の削減を行ったことが影響している。ま

た、派遣労働の規制緩和により、平成11年に専門性の高い仕事以外への派遣が原則自由化

され、14年には肉体労働などにも拡大されたことで、就職氷河期の若者が派遣業界に一気

に流入することとなった。こうして急拡大した派遣労働は、繁忙期だけ人手を確保できる

という企業側のメリットに加え、雇用機会の増加や働き方の多様化など労働者側にも一定

のメリットがある一方で、正規雇用に比べて賃金が相対的に低いことや雇用の安定性がな

く、働く貧困層（ワーキングプア）11に陥る可能性が高いと指摘されるなど、問題点も多

い。また、日雇派遣に関しては、業界大手の派遣会社が賃金の違法な天引きや二重派遣、

禁じられた業務への違法派遣などが明らかになったこともあり、一種の社会問題として認

識されることとなった。 

こうした近年の労働市場の諸問題について質疑が行われ、舛添厚生労働大臣は、日雇派

遣を含む労働者派遣制度に関して問題が生じていることを認めた上で、「抜本的な見直しを

含めて考えるべき時期に来ている」12と述べた。また、福田総理大臣は、「雇用関係の適正

化についてしっかりした政策が必要」13との見解を示し、「派遣労働者の雇用の安定を図る

ために、雇用・派遣契約の長期化など派遣元の事業主と派遣先が守るべきガイドラインを

策定して指導監督を行うともに、法改正を含めて検討を進める」14との方針を示した。 

労働者派遣制度に関しては、平成 19 年 12 月 25 日、労働者派遣法改正後の施行状況を

踏まえて検討を行ってきた労働政策審議会の部会において、「労使それぞれ根本的な意見の

相違があり、隔たりが大きい状況」であり、「労働派遣制度の根本的な検討が必要」との中

間報告が取りまとめられた。この中間報告を受け、厚生労働省は、「今後の労働者派遣制度

の在り方に関する研究会」を立ち上げ、現在、日雇派遣の原則禁止を含めて検討を行って

いるところである。本年５月28日には、業界団体である日本人材派遣協会が日雇派遣を原
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則禁止する自主ルールを策定したが、ルールの大半が努力規定であり、その実効性には限

界があろう。政府には、雇用の適正化に向けた対応が求められており、今後の議論の行方

が注目される。 

 

３．瀬戸際の財政健全化 

（１）困難さを増す基礎的財政収支の黒字化達成 

 景気の先行き不透明感から税収の伸び悩みが懸念され、平成20年度予算での新規国債発

行額の増額が不可避と見られていたが、政府は、特別会計の剰余金・積立金の活用のほか、

政府管掌健康保険への国庫負担の削減、交付税特会借入金の返済繰延べなどのやりくりに

より、発行額を前年度よりわずかながらも低い水準に抑えた。しかし、依然として多額の

借金に頼る財政状況であることに変わりはなく、国と地方の長期債務残高は20年度末見込

みで 776 兆円程度（対ＧＤＰ比 147.2％）と、我が国財政は主要先進国で最悪の水準とな

っている。 

 こうした状況下で今後の財政政策の在り方について問われ、福田総理大臣は、我が国財

政が極めて厳しい状況にあることを強調した上で、「次世代に負担を先送りしないよう、今

後とも安定した成長を図るとともに、歳出・歳入一体改革を推進していくことで財政健全

化に努める必要がある」15との認識を示した。また、高齢化に伴う社会保障費等の増加な

ど、「基本方針 2006」で示された歳出改革の努力だけでは対応しきれない歳出の伸びへの

対応については、「今後、負担増は避けられないと思っており、安定した財源を確保してい

くために、消費税を含む税体系の抜本的な改革に取り組む必要がある。こうした取組によ

り2011年度には国・地方の基礎的財政収支の黒字化を図りたい」16旨の考えを表明した。 

 また、平成20年度予算では、近年の特別会計改革に関連して、外国為替資金特別会計等

の剰余金等から一般会計への繰入れ（約1.9兆円）に加え、財政投融資特別会計の金利変

動準備金から国債整理基金特別会計への繰入れ（9.8 兆円）が行われたが、これら特別会

計の積立金が毎年数兆円規模で増加していることから、より多くの繰入れを行うべきでは

ないかとの指摘がなされた。これに対し、額賀財務大臣は、「財政投融資特会については、

従来の郵貯や年金の払戻しが終わり、また財投債の発行額も減少してきたことから、今回、

金利変動リスク準備金の水準を引き下げ、その分を国債償還財源に充てた。また、外為特

会からも剰余金を一般会計に繰り入れているが、外為特会の積立金は為替の評価損が出た

ときのための安定財源として必要な金額を積み立てているものであり、現時点での円高に

よる評価損 18 兆円を差引きすれば、積立金はゼロの状況にある。」17と説明し、積立金の

維持に理解を求めた。また、特別会計の積立金のうち約８割は年金や保険など取り崩すこ

とのできない財源であること強調した上で、「特別会計の財務諸表は全部オープンになって

いる」18とし、いわゆる「埋蔵金」の存在は否定した。しかし、特別会計の中には多額の

積立金を保有する必要性について疑問視されるものもあり、積立金の水準については、更

なる検討が必要となろう。 

本年１月に公表された「進路と戦略」の参考試算（平成20年１月17日経済財政諮問会

議提出）では、経済が好調（2011年度：名目3.3％成長）で、歳出改革を積極的に進めた
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場合（成長シナリオの歳出削      図表４ 国・地方の基礎的財政収支 

減ケースＡ)でも2011年度の           （対ＧＤＰ比） 

国・地方の基礎的財政収支は

赤字になるとの結果が示され

ている（図表４）。昨年1月に

提出された参考試算では、成

長シナリオのケースＡと同様

の前提において黒字化（プラ

ス0.2％）が達成される見通

しであったことからすれば、

目標達成は一段と厳しさを増

している。景気の減速懸念が

増す中、経済成長を高める努

力はもとより、税制抜本改革

を含む歳出歳入両面にわたる

改革をいかに進めていくかが

問われている。 

 

（２）議論が集中した道路特定財源問題 

ア 一般財源化の是非と暫定税率廃止の影響 

平成20年度予算の審議では、揮発油税等の使途を道路に限定する道路特定財源制度

及び暫定税率が19年度末で期限切れとなることから、暫定税率の廃止や一般財源化を

求める強い意見が出されるなど、道路特定財源の在り方について議論が集中した。 

道路特定財源制度については、小泉政権発足当初に一般財源化の方針が示され、こ

の方針を引き継いだ安倍政権では、18 年 12 月８日に「道路特定財源の見直しに関す

る具体策」が閣議決定され、20年の通常国会で道路特定財源制度の見直しに係る法改

正を行うこととされた。 

まず、これまで政府が道路特定財源制度を続けてきた理由について、福田総理大臣

は、「道路は受益と負担の関係が明確であることから特定財源制度をとっており、平成

20年度以降も、地域や国民生活に欠かせない対策を着実に進めるために、引き続き道

路特定財源制度の維持、現行税率の維持を国民の皆様にお願いしている」19と説明し、

主要道路のネットワーク化、救急搬送用道路の整備、通学路の安全確保、開かずの踏

切対策など諸課題の解消のため、現行制度の維持による安定的な財源の確保の必要性

を強調した。また、20年度予算で税収の余剰分を一般財源化することについて、額賀

財務大臣は、「特定財源は受益者負担の原則がある一方で財政硬直化の弊害もあるため、

小泉内閣以来、その見直しに取り組み、納税者の理解が得られる範囲で一般財源化を

進めてきている」20と述べて理解を求めた。 

このほか、暫定税率を廃止すべきとの指摘も多くなされたが、冬柴国土交通大臣及
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（注）1．成長シナリオの歳出削減ケースＡ：「進路と戦略」に沿った政策が実行さ

れる場合に期待される経済の姿において、「基本方針2006」別表で示され

た14.3兆円の歳出削減が図られる場合。

2．リスクシナリオの歳出削減ケースＢ：経済環境が厳しい場合において11.4

兆円の歳出削減が図られる場合。

(出所）内閣府「日本経済の進路と戦略」(平成20年1月)参考試算、「国民経済計算」

より作成
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び増田総務大臣からは「暫定税率を廃止することで、国で1.7兆円、地方で0.9兆円、

国と地方合わせて2.6兆円の財源不足が生じる。国に残る税収は1.6兆円となるが、

ここから地方道路整備の補助金1.2兆円が地方に交付され、残りは0.4兆円に過ぎず、

これでは新直轄方式による道路整備ができない。地方でも直接的影響0.9兆円のほか、

道路整備臨時交付金0.7兆円がなくなり、地方税収全体で1.6兆円の穴が空く。整備

すべき道路に予算が回らず、日常生活に困ることが起こる」21旨の説明があり、福田

総理大臣からは、「地方財政、ひいては地方経済の活性化を阻害する大きな問題」22と

の見解が示された。 

イ 「道路の中期計画」の規模と根拠の妥当性 

道路の中期計画は、今後10年間の道路整備計画を定めたものであり、素案の段階で

は総額65兆円であったが、法案の取りまとめの段階で59兆円に圧縮された。こうし

た中、委員会では中期計画の規模や積算根拠等について質疑があった。 

まず、中期計画の規模の妥当性が問われたところ、冬柴国土交通大臣から、「中期計

画は国際競争力の確保、地域の自立と活力の強化、安全・安心の確保、環境の保全と

豊かな生活環境の創造といった国民生活に密着した政策課題を設定し、具体的な目標

を立て、これらを達成するための事業量を算定した。対策が必要となる全ての箇所に

取り組むことは予算上困難であるため、ニーズの高い箇所の中から今後10年間での実

施対象を厳選することとしている。その上で、厳しい財政事情を踏まえ、徹底したコ

スト縮減によって１割の削減を図り、事業量の上限を当初の65兆円から59兆円に見

直した」23との見解が示された。 

また、中期計画については、その前提となる交通量の推計に平成11年の交通センサ

スに基づく 14 年の将来交通需要予測が使われているが、17 年に交通センサスが行わ

れており、そのセンサスでは既に交通量のピークは越えているとの指摘がなされた。

これに対し、冬柴国土交通大臣は、「現在前提として使用している推計は現時点で最新

のデータである。ただし、交通量予測値が減少傾向にあることを踏まえ、新しい将来

交通需要推計が出るまでは、道路事業の採択の基準を費用対便益の計算(Ｂ／Ｃ)で通

常の1.0のところを1.2に引上げて、より慎重な見通しを立て、中期計画を構築して

いる。また、事業化段階ではその時の最新のデータで改めて厳格な事業評価をする」24

旨答弁した。 

このほか、カラオケセットやマッサージチェアなどの無駄遣いや公益法人への不適

切な支出といった道路特定財源のずさんな使われ方が相次いで露呈し、こうした問題

がとりあげられるなど、議論は多岐にわたった。 

ウ 21年度からの道路特定財源一般財源化 

19 年度末までに揮発油税等の暫定税率延長を含む税制改正関連法案の成立が難し

くなる中、福田総理大臣は３月 27 日の記者会見において、21 年度から道路特定財源

を一般財源化する方針を打ち出した。 

この記者会見を受け、21年度から一般財源化するのであれば、現在提出している歳

入法案、道路財源特例法案は再提出すべきとの指摘があった。これに対し、福田総理
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大臣は、「20年度の歳入に財源不足が生じて地方財政や国民生活を混乱させないよう、

まずは法案を成立させ、その上で21年度からの全額一般財源化の在り方について与野

党協議を行う」25旨を主張した。また、一般財源化することで暫定税率の根拠がなく

なることについては、ガソリン価格の下落が車の走行距離の増加をもたらすとの相関

関係があることから、福田総理大臣は、「燃料課税は地球温暖化対策上、一定の役割を

担っており、暫定税率の廃止は地球温暖化に逆行すると言えるのではないか」26との

見解を示した上で、「環境問題への対応、地方における道路整備の必要性、国・地方の

財政状況等を踏まえて、本年の税制抜本改革時に税率を決定する」27との方針を示し

た。このほか、一般財源化後の「道路の中期計画」の必要性が問われたところ、福田

総理大臣は、道路整備の性格上、中長期的な整備計画の必要性に理解を求めつつ、「こ

れまでの国会審議での指摘を踏まえ、秋までには17年の交通センサスを基にした交通

需要推計など、その時点での最新データを用いて、計画期間を５年とした新たな整備

計画を作成する」28とした。 

エ 今後の方向性 

21 年度からの一般財源化の方針を打ち出したものの、20年度の歳入不足や道路整備

の停滞を防ぐためとして、政府は、与野党協議を試みつつ、租税特別措置法改正案及

び道路財源特例法案の成立を目指した。しかし、両法案の審議は進まず、結局、租税

特別措置法改正案は、参議院送付後60日以内に議決しない場合は否決したとみなすこ

とができる憲法第 59 条第４項の規定が適用（いわゆる、みなし否決）され、４月 30

日に衆議院での再可決の後、成立した。また、道路財源特例法案については、参議院

で否決されたことを受け、５月13日に衆議院で再議決が行われ、成立した。 

また、５月13日には福田総理大臣の方針を踏まえた「道路特定財源に関する基本方

針」が閣議決定され、政府として一般財源化を進めることを明確にした。福田総理大

臣は、一般財源化後に想定される使途として、医師不足や救急医療への対応、地球環

境問題対策や教育の充実を列挙し、批判が集まっていた後期高齢者医療制度の改善に

も財源の一部を充当したいとの意向を示したが29、一般財源化の具体化には、法改正

を行う必要があることや、一般財源化によっても全体の財源が増えるわけではないこ

とに留意が必要であろう。さらに、道路特定財源の一般財源化に伴う揮発油税等の税

率については、21年度の税制抜本改革時に決定する方針を示しているが、暫定税率の

廃止は、自動車ユーザーの負担を減らすと同時に、財政における収入も減らすことに

つながるため、税率水準の在り方については、慎重な議論が求められている。財政状

況を勘案しながらも、納税者としての国民の納得が得られるよう、十分な検討が必要

となろう。21年度の予算編成や今後の税制抜本改革の行方が注目される。 

 

（３）限界が指摘される社会保障費削減 

我が国では、安定した社会保障制度の確立に向けて、年金、医療、介護保険などの分野

で制度の見直しや運営の効率化の取組が累次にわたり行われてきた。しかし、社会保障関

係費は増加の一途をたどっており、一般歳出に占める割合も、20年度は46.1％と約半分を
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占めるまでに至っている。少子高齢化に伴って毎年膨張する社会保障関係費は、今後も自

然増だけで毎年約１兆円弱のペースで増加が見込まれており、これまではその増加分をど

う抑制するかの観点で改革が進められてきた。 

平成20年度予算では、「基本方針2006」で示された歳出改革に沿い、中小企業の会社員

が加入する政府管掌健康保険に対する国庫負担削減や後発医薬品の使用促進などによって

2,200億円の削減が図られた。しかし、医療制度の在り方を考えていく上では、まず社会

保障費の2,200億円削減ありきではなく、あるべき医療制度の姿を描き、どれだけ財源が

必要かを検討すべきとの意見が多く出された。 

こうした状況を踏まえて、舛添厚生労働大臣は、「国民の命を救う観点では社会保障費

2,200 億円の削減は限界に来ている」30との認識を示し、大田経済財政政策担当大臣は、

「2011年度のプライマリーバランス黒字化のため、歳出改革目標を設定しているが、社会

保障費は機械的に削減するのではなく、メリハリを付けるよう検討している」31旨の考え

を示した。また、福田総理大臣からは、「これまで歳出改革の一環から社会保障費も削減対

象にせざるを得なかったが、削減を継続すれば社会保障の質を下げることになりかねない

ため、削減にも限界があると思う。ただし、きめ細かい点検によるさらなる削減努力も必

要である」32旨の見解が示されるとともに、「国民の安心の基盤となる制度を作ることが大

切であり、このため、今般、社会保障国民会議を設置して議論を始めることとした。社会

保障の将来像を見据えた給付と負担の在り方などについて検討を進めることとしており、

秋頃には最終的な取りまとめを行いたい」33旨の答弁があり、今後の社会保障をめぐる給

付と負担の在り方などは社会保障国民会議の議論にゆだねる考えが示された。 

また、社会保障費の抑制が続けられる中、地域における医師の偏在、産科や小児科にお

ける医師不足、介護従事者の離職率の高さなど、社会保障制度をめぐる様々な問題点が指

摘された。特に医師不足・医師の偏在の問題については、度々取り上げられ、これに対し

舛添厚生労働大臣から、「産科・小児科の医師不足が大きな問題となっているが、勤務医の

過重労働、訴訟リスク、研修医制度の導入を背景とした大学の医局による医師派遣機能の

低下など、様々な要因が重なったものと考えられる。」34との認識が示された。また、福田

総理大臣からは、「産婦人科医などを中心に地域に必要な医師を確保していくことは喫緊の

課題であり、医師不足問題の解決に向け、平成19年５月には、医学部の定員を増やすなど

の緊急医師確保対策を取りまとめた。また、20年度予算では医師確保対策の推進のための

予算を大幅に増額し、小児科、産科をはじめとする病院勤務医の働きやすい職場環境の整

備などの対策を盛り込むとともに、20年４月の診療報酬改定では病院勤務医の負担軽減や

産科・小児科等の重点的な評価を行う」35との答弁があった。 

医療現場は既に崩壊寸前との声が聞かれる中、社会保障関係費を毎年度2,200億円削減

する方針の転換を求める声が大きくなってきている。社会保障国民会議での最終報告に向

け、検討が進められる中、経済財政諮問会議において、福田総理大臣から、医師不足など

の課題に対処しつつも、歳出改革は社会保障も聖域とせず、決して歳出規律を緩めること

なく対応するとの考えが表明されるなど、21年度予算編成の中でこの問題がどう取り扱わ

れていくのか、今後の大きな注目点の一つである。 
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（４）今後の焦点となる税制の抜本改革 

平成 20 年度の税制改正では、証券優遇税制の軽減措置の一部延長、地方法人特別税の

創設による地域間の税収偏在の是正措置の実施、寄付金優遇制度を活用した「ふるさと納

税」の導入などにとどまり、税制の抜本改革は今後の議論にゆだねられた。しかし、極め

て厳しい財政状況が続く中、高齢化に伴って膨張する社会保障費のための安定した財源の

確保、国と地方の税財源の在り方、前述した道路特定財源の一般財源化に伴う道路関係諸

税の在り方など、税をめぐる課題は山積している。 

まず、平成 16 年の公的年金制度改正において、21 年度までに基礎年金の国庫負担割合

を２分の１へ引き上げることが決められており、この追加的に必要となる財源の確保が急

務となっている。こうした膨張する社会保障費に対する手当として、額賀財務大臣は、「消

費税を含めた全体の抜本的な改革をしながら国民生活の安定と経済の安定成長を目指して

いかなければならない」36旨述べており、社会保障財源確保策としての消費税率引上げも

視野に入れた税制改革を行うことを示唆している。また、大田経済財政政策担当大臣も、

「社会保障の財源を安定的に確保していく意味で、消費税を含めた税体系の在り方を議論

しなくてはならない」37との見解を示した。社会保障における給付と負担の在り方などを

検討している社会保障国民会議では、秋ごろに最終的な取りまとめが行われる予定であり、

税制改革の議論にも影響を与えることとなろう。 

 また、20年度は地域間の税収偏在の是正措置として、地方法人特別税及び地方法人特別

譲与税の創設などが行われたが、これらは消費税を含めた税制の抜本改革までの暫定的な

措置とされているため、偏在性の小さな地方税の体系の構築が急務となっている。予算審

議の中では、額賀財務大臣が「抜本的な税制改革によって地方の消費税の充実を含めて地

方財源の安定した形をつくっていくことが望ましい」38との認識を示し、増田総務大臣も

「地方分権を実現するためには権限と同時に税財源の自立も必要である」39とし、景気に

左右されにくい地方消費税の充実の重要性を強調している。地方分権を推進していく上で、

地方行政の基盤となる安定した地方税財源の充実は不可欠であることから、地方分権の方

向性を見極めた税体系の抜本改革が必要となろう。 

税制をめぐっては意見の対立する部分も多く、改革へ向けた議論には、様々な困難が伴

うだろう。しかし、我が国の将来を見据えた抜本的税制改革を実現させるためには、与野

党で議論を尽くし、国民の理解と納得を得られるような社会制度を築き上げることが求め

られている。 

 

４．財政健全化への道筋 

平成 20 年度予算は、景気の減速に加え、本来早急に取り組むべき社会保障制度や税制

の抜本改革が先送りされた結果、財政健全化へ向けた勢いが鈍化した感が否めない。また、

歳出削減の限界を指摘する声も多く、歳出改革は２年目にして後退が懸念されている。 

政府は、「基本方針2006」において2011年度に国・地方の基礎的財政収支の黒字化を達

成し、2010年代半ばにかけて債務残高の対ＧＤＰ比の安定的な引下げを確保するとしてい

るが、経済成長の下振れにより今後は税収の大幅な伸びが期待できないため、当面の目標
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である基礎的財政収支の黒字化さえも達成が危ぶまれている。このため、財政再建を重視

するならば、経済成長戦略の推進や厳しい財政規律を保つ姿勢とともに、歳入増加を図る

ことが不可避であり、今後は、どのような形で国民負担を求めていくかなど、財政健全化

に向けた国民負担の在り方について議論することが必要となろう。   

福田政権が掲げる「希望と安心の国」を実現するためには、我が国が直面する諸課題へ

の対応とともに、国民の将来不安を払拭すべく、改革の道筋と具体的な将来像を国民に示

し、納得を得た上での財政再建が求められる。 
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